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論文審査の結果の要旨 

(1)本論文は、国際水路の非航行的利用に関する一連の国際法規則（「国際水路法」）における中心的な原則である
重大危害防止規則と衡平利用規則との関係について検討することをその目的とする。両者の関係については、両者

が共に適用される場面において、重大危害防止規則優先説（重大危害防止違反の有無の判断の際に、衡平利用規則

への考慮は不要とする考え方）と衡平利用規則優先説（特定の利用行為が衡平利用規則に合致している場合には、

当該行為から重大な危害が生じていたとしても、影響を受ける国に受忍義務があるとする考え方）が対立してき

た。筆者が解明しようとするのは、この両説のいずれが妥当かということである。なお、本論文については、

iThenticateにより剽窃がないことを確認している。

(2)本論文は、序章と４部構成をとる本論（第１章から第７章）及び終章からなる。その概要は次の通りである。序
章は、本論文の目的や問題の背景、先行研究などの記述にあてられる。第Ⅰ部「国際水路法を代表する国連水路条

約の全体像」（第１章「国連水路条約の性質とその内容」）では、重大危害防止規則優先説と衡平利用規則優先説

が対立した、1997年の「国際水路の非航行的利用の法に関する条約」（「国連水路条約」）の成立の経緯、特徴及
び内容が論じられ、国際水路条約の全体像が解明される。

 第Ⅱ部「国際水路法の二大原則たる衡平利用規則及び重大危害防止規則の法的性格」（第２章「衡平利用規則」

及び第３章「重大危害防止規則」）は、衡平利用規則と重大危害防止規則について、その内容や構成要素や性格な

どを、各種裁判例の検討などを交えながら詳細に論ずる。第Ⅲ部「重大危害防止規則たる『相当の注意』の内容」

（第４章「最低水量確保義務ー『相当の注意義務』の実体的側面）及び第５章「環境影響評価（EIA）義務ー『相
当の注意義務』の手続的側面」）は、重大危害防止規則の一要素である「相当の注意」義務に着目し、その内容と

構造をより一層明らかにする。

 第Ⅳ部「衡平利用規則優先説と重大危害防止規則優先説の対立とその妥当性」（第６章「国連水路条約起草過程

における衡平利用規則優先説と重大危害防止規則優先説の対立」及び第７章「衡平利用規則優先説と重大危害防止

規則優先説の妥当性」）は、本論文の中心的部分である。ここにおいて、国連水路条約の起草過程などの分析を踏

まえて、両説の関係に関する筆者の結論が示される。筆者は、まず、両説が機能する場面を明らかにする。筆者

は、①重大危害防止規則と衡平利用規則とが競合的に適用され、両規則の関係が問題となる場面と、②重大危害防

止規則の成立要件が満たされず、両規則の関係が問われない場面とがあることを指摘し、問題となるのが①の場面

のみであるという。そこで、次に両規則の関係を検討するに、筆者は、二者択一的な議論を排し、特に特定の行為

の法的利益の侵害の種類及び程度により、両説の妥当性の有無が異なるとする。すなわち、重大危害防止規則にい

う法的利益の侵害行為のうち、法益侵害の程度が高い「人間の死活的ニーズ」（「水に対する権利」のなかで人の

生命維持にかかわるもの）や「環境」の侵害の場合には、重大危害防止規則優先説が妥当である。これに対し、法

益侵害が、その程度にまで至らない場合には、衡平利用規則優先説のいうように、利用が非衡平かつ非合理的であ

るみなされるときに限り、重大危害防止規則の違反の成立を認めるべきであるという。

 終章「重大危害防止規則と衡平利用規則との関係の新展開」は、以上の両説の検討の結果を要約すると共に、今

後の課題のひとつとして、この結論の、越境地下水に関する法規則への応用の可否について予備的な検討を加え

て、本論文を結んでいる。



(3)国際水路の非航行的利用の問題は、今後理論的にも実践的にも重要性を増すであろう、優れて今日的な検討課題
である。筆者は、そのなかで従来から争われてきた重大危害防止規則と衡平利用規則との関係について、学説や各

種実行（条約の起草過程や裁判例など）などを幅広く渉猟し、これを丹念に分析し、整理しながら、着実な論証を

経て独自の学説を打ち立てており、ここにこの分野の国際法学への貢献が認められる。もとより、「国際水路法」

を構成する国際法規則も、さらに広範な内容を含んでおり、これを包括的に分析することにより、国際法における

「国際水路法」の内容や特徴、他の国際法規則との関係など、すなわち、「国際水路法」の体系が明らかにされな

ければならない。本論文は、その第１歩となるものであり、また、その成功を予感させるものであるといえる。

以上のことから、本論文は、筆者が自立した研究者として学会において地歩を築いてゆく、その端緒となる優れ

た価値を有すると認められ、審査委員全員一致の意見により、博士（法学）の学位を授与するに値するものである

と認める。 


